
資料２（総括表）

第５次播磨町行政改革実施計画　総括表

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

２事業の統

合の問題点

を整理

２事業の統

合の検討と

対外周知

統合

他市町の事

業と比較検

討

２事業の統

合の検討
統合

Facebook

フォロワ－

数：586人

Facebook

フォロワ－

数：653人

（参考…LINE

友達数：

14,270人）

Facebook

フォロワ－

数：686人

（参考…LINE

友達数：

17,522人

_12/26時点）

有権者との

合意形成

再編した投

票区での選

挙執行

再編した投

票区での選

挙執行

パブリック

コメントの

実施、シス

テム開発準

備

再編した投

票区での選

挙執行

再編した投

票区での選

挙執行

業務委託取

扱比率の見

直し

業務委託取

扱比率の見

直し

業務委託取

扱比率の見

直し

1月60件を

上限として

契約

（月

73,920

円）

1月60件を

上限として

契約

（月

73,920

円）

1月50件を

上限として

契約

（月

61,600

円）

播磨小・中

学校

親子給食委

託開始

（R3.1~）

播磨南小学

校

デリバリー

委託開始

播磨南小・

中学校

親子給食委

託開始

蓮池小学校

委託開始

委託業者と

契約し、令

和3年1月

から開始

親子給食委

託開始に向

け検討

播磨南小・

中学校

親子給食委

託開始

作成支援

業務契約

の締結、

作成指

導。

作成支援

業務契約

の締結、

作成指

導。

作成支援

業務契約

の締結、

作成指

導。

（達成率）

委託開始毎に達成率33％

加算

※３校全て委託開始でき

れば達成率100％

窓口業務の外部委託

等の検討
住民課

現在外部委託が行わ

れている戸籍業務の

一部事務をはじめ、

業務の外部委託化や

委託比率を検討し、

より安価かつ効果的

な業務体制の構築を

目指す。

452,338円

（効果額）

外部委託費用ー該当業務

の職員人件費相当額

地方公会計財務書類

の効率的な作成と活

用

総務課

地方公会計財務書類

等を統一的な基準に

基づき作成し、活用

する。

50%

（達成率）

出納整理期間終了後の速

やかな作成及び分析の完

成：50％

新規事業ヒアリングに活

用：25％

予算編成に活用：25％

（達成率）

両事業統合についての検

討完了（50％）、統合完

了（50％）

※検討結果によっては達

成率50％をもって終了す

る可能性あり

取組目標 実施部署 取組内容
上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

投票区の見直し

選挙管

理委員

会（総

務課）

共通投票所システム

の導入等により選挙

人の利便性に配慮し

つつ、投票区の統廃

合を図り選挙執行経

費の削減を図る。

440,000円 100%

（効果額）

13投票区で執行した場合

に要する経費と見直し後

の投票区で執行した場合

に要する経費を比較する

ことで効果額を算出す

る。

情報発信の充実 企画課

広報紙やホームペー

ジ等、各種広報媒体

の活用により、積極

的に行政情報を提供

するとともに、住民

にとってわかりやす

い広報に努める。

98%

（達成率）

（公式SNSアカウントの

フォロワー数／目標値）

×100

（参考値：Facebook 532

人（令和元年12月19日時

点））

効果額・達成率の算定方

法

基本方針１　効果的・効率的な行財政運営の推進

取組項目（１）　事務事業及び業務の改善と効率化

既存事業の統合の検

討
企画課

まちづくりに興味の

ある方やまちづくり

活動団体と行政が協

力し、まちづくりを

推進する事業の整備

を行う。

100%

小中学校給食外部委

託の導入

教育総

務課

小学校給食施設の改

修・親子給食実施に

伴い、調理・配送業

務を委託する。

66%

1

個票No

2

3

4

5

6

継続・新規取組の調査研究

引き続き実施

作成支援業務委託による速やかな作成および分析の実施

予算編成に活用

ヒアリングに活用
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資料２（総括表）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

公式LINE

の利用を

検討

コロナ関

連情報の

発信に公

式LINEを

利用

公式LINE

の利活用

基幹系

ネット

ワーク更

新、Web

会議シス

テム導入

基幹系

サーバ更

新・ガバ

メントク

ラウド移

行への調

査研究

インター

ネット系

NW更

新・ガバ

メントク

ラウド移

行への調

査研究

事務処理の効率化に

向けた行政サービス

の電子化

企画課

国・県が構築するプ

ラットフォーム活用

及び先進的なデジタ

ル技術の調査研究に

より効率的かつ安定

した行政運営を実現

する。

981,360円

（効果額）

新システム等の導入、保

守内容の見直し、リース

期間の延長など、電算関

係で費用対効果の高い取

組を行った場合、その経

費削減額を計上する。

災害時における新た

な情報伝達手段の検

討

危機管

理課

既存のＨＰ・メール

等以外の災害時に適

した情報連絡手段と

して、即時性や有効

性の高い新たなＳＮ

Ｓ活用を検討し、そ

の具体的な利用手法

の確定を目指す。

100%

（達成率）

新SNS運用開始を100％と

して、取組状況を踏まえ

て達成率を算定する。

効果額・達成率の算定方

法
取組目標 実施部署 取組内容

上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

取組項目（２）　電子自治体の推進

個票No

7

8

調査・研究

適切かつ有効なＳＮＳが確認及び確立でき次第、実施

継続・新規取組の調査研究
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資料２（総括表）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

実施/取組

内容見直

し

941,809

枚

888,010

枚

806,850

枚

現状把握

導入検討

比較試験

（電子決

裁運用の

徹底）、

分析

本町に

あった手

法の調

査・研究

現状把握の

ためのデー

タ収集及び

ペーパーレ

ス会議シス

テム導入検

討

進捗なし
先進自治

体を視察

調査・研

究

認定こど

も園移行

に向けて

の例規整

備

認定こど

も園移行

に向けて

の条例・

規則改正

幼保連携型

認定こども

園へ移行す

ることを決

定

例規整備支

援業務委託

に向けた検

討

改正作業完

了

現状調査 現状調査 見直し

在宅高齢

者介護手

当要綱廃

止

在宅高齢

者介護手

当廃止

家族介護

用品給付

事業実施

要綱の一

部改正

家族介護

用品支給

助成金減

額

家族介護

用品給付

事業実施

要綱の廃

止

廃止にか

かる

対外周知

給付終了

支給額の

減額

（月額の

給付上限

8,333円→

6,000円）

扶助費の見直し 保険課

保険課が所管する扶

助費について、縮

減・廃止の検討を行

う。家族介護用品支

給等助成金について

は令和２年度末で特

定財源がなくなる

（介護財源が充当で

きなくなる）ので、

廃止を含めて検討を

行う。

3,240,000円 50%

（効果額）

廃止した扶助費の、廃止

前年度決算額

（達成率）

家族介護用品支給等助成

金の廃止…達成率50％加

算

その他扶助費の縮減検討

の実施…達成率50％加算

補助金・負担金・使

用料・手数料の見直

し

企画課

各課が所掌する補助

金・負担金・使用

料・手数料につい

て、3年毎に見直しを

行う。

0円

（効果額）

見直しによって改められ

た額と見直し前の額との

差額

認定こども園移行に

伴う一時預かり保育

料の見直し

こども

課

認定こども園移行化

に伴い影響がある一

時預かり保育料につ

いて見直しを行い、

料金改正に向けて関

係業務を遂行する。

66%

（達成率）

１プロセス達成につき、

達成率33％加算。

※全プロセス達成により

達成率100％とする。

ペーパーレス化導入

の検討
企画課

印刷コスト縮減の取

組みとして、通常業

務時のコピーや印刷

を抑制することに限

らず、幅広く新たな

手法を模索するた

め、ワーキンググ

ループ等をもって導

入可能性を検討す

る。

66%

（達成率）

１プロセス達成につき達

成率33％加算。

※全プロセス達成により

達成率100％とする。

印刷用紙の使用量の

抑制
総務課

会議資料の削減（会

議資料の電子化、モ

ニター、プロジェク

ターの活用）

700,007円 127%

（効果額）

削減されたコピー枚数

（算定前年度実績ー算定

年度実績）×単価（算定

年度時の契約単価）

（達成率）

（削減目標値（平成30年

度コピー枚数△7％）÷算

定年度のコピー枚数）×

100

基本方針２　持続可能な財政基盤の確立

取組項目（１）　経営視点に基づく中長期の適正な財政運営

取組目標 実施部署 取組内容
実施スケジュール これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定方

法
個票No

9

10

11

12

13

実施

実施

導入可能であれば、

予算化に向けて推進

実施

料金改正

実施

見直し

実施
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資料２（総括表）

上下水道

運営委員

会（諮問

→検討）

上下水道

運営委員

会（検討

→答申）

水道料金

条例

改正

料金改定

支援業務

を監査法

人に発注

3/30 第1

回

8/4 　第2回

11/18 第3

回

1/26   第4

回

3/28   第5

回

9/16 条例

改正可決

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

債券及び

定期預金

による運

用

現年度普

通徴収未

納保険料

の徴収対

策を強化

した

現年度普

通徴収未

納保険料

の徴収対

策を強化

した

引き続き

徴収対策

を強化

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

水道料金

及び下水

道使用料

の徴収

徴収を実

施

徴収を実

施

徴収を実

施

収納対策

検討及び

実行。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を検討し

実行し

た。

収納対策

を引き続

き実行し

つつ、昨

年度の結

果を検証

した。

収納対策

を引き続

き実行し

つつ、昨

年度の結

果を検証

した。

収納率向上対策（一

般会計）

税務

課・債

権管理

課

滞納処分、納税者の

利便性向上等によ

り、収入未済額の圧

縮を図り税債権（一

般会計）の収納率を

向上させる。

決算時

に算出

達成率：（令和元年度収

入未済額ー収入未済額）

／（令和元年度収入未済

額ー目標収入未済額）

目標収入未済額：

90,000,000円

（参考：令和元年度収入

未済額153,629,317円）

未収金の徴収対策の

強化

上下水

道課

早期に未収金の回収

を図ることにより、

回収不能額を減少さ

せる。

1,328,978円
決算時

に算出

（効果額）

過去５年(平成26～30年

度)の不納欠損額の平均値

との差

（達成率）

収納率の目標値

（96.5％）に対する充足

率

滞納の徴収対策の強

化

保険

課・債

権管理

課

介護保険料の滞納者

に対して、差押を含

めた滞納整理を行い

負担の公平性を確保

し、収納率の向上を

図る。令和６年度末

時点の収納率92％を

目指す。

決算時

に算出

（達成率）

（現年収納率ー基準年度収納

率）／（目標収納率ー基準年

度収納率）

令和6年度目標収納率92％

（基準年度：令和元年度

90.8％）

※目標収納率を達成した場

合：現年収納率／目標収納率

92％

安全で有利な資金の

運用

上下水

道課

安全・有利な資金運

用に加え、金利がま

すます低下傾向にあ

る中、効率的な運用

を図る。

1,313,261円

（効果額）

期間中に発生した債券及

び定期預金の受取利息の

額

安全で有利な資金の

運用
会計室

安全・確実な資金運

用に加え、定期預金

の金利が未だ低下傾

向にある中、各基金

を一体的に取扱い、

効率的な運用を図

る。

22,622,102円

（効果額）

期間中に発生した債券及

び定期預金の受取利息の

額

水道料金等の見直し
上下水

道課

老朽施設の更新や耐

震化を長期にわたり

実施していく財源を

確保するために、住

民・企業の代表者、

学識経験者などを交

えた「上下水道運営

委員会」において水

道料金の改定の検討

を行う。

ー 100%

（効果額）

改定後の増収額

（達成率）

１プロセス達成につき達

成率33％加算。

※全プロセス達成により

達成率100％とする。

14

15

16

17

18

19

前年度比較において上昇を目指し、収納率92.0％達成を目指す。

収納率

92％以上

4 / 12 ページ



資料２（総括表）

収納対策

検討及び

実行。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を引き続

き実行

し、同時

に昨年度

の結果検

証。

収納対策

を検討し

実行し

た。

収納対策

を引き続

き実行し

つつ、昨

年度の結

果を検証

した。

収納対策

を引き続

き実行し

つつ、昨

年度の結

果を検証

した。

町有地売

却23,091

千円

町有地貸

付39,011

千円

町有地売

却57,126

千円

町有地貸

付37,802

千円

町有地売

却　132

千円

町有地貸

付37,682

千円

予算要求

の際、グ

ループご

とに経常

的な事業

を指定

し、それ

ぞれ要求

上限を設

定した。

令和4年度

予算編成

におい

て、経常

的な事業

について

は前年度

予算額を

要求上限

とした。

令和５年

度予算編

成におい

て、枠配

分方式を

導入した

新たなメ

ディア１

種につい

て検討

（デジタ

ルサイ

ネージ）

進捗なし 進捗なし

広告事業の拡大 企画課

歳入の拡大、歳出の

削減による町財政の

改善を目的として、

企業等からの広告収

入拡大に向けた掲載

媒体等の拡充や、企

業と共同作成による

無料発行物の活用に

ついて調査研究に取

り組む。

5,067,000円 33%

（効果額）広告掲載によ

る歳入額　＋　歳出削減

額

※歳出削減額は、見積徴

収等にて積算する。

※既存の取組も対象とす

る。

（達成率）１プロセス達

成につき達成率33％加

算。

※全プロセス達成により

達成率100％とする。

各種財政指標の適正

化
総務課

根拠に基づく施策、

手続きの見直しによ

り生産性を高め、ま

た独自財源の拡充を

図り財政基盤のさら

なる改善を目指す。

借入金である地方債

は、基金との調和を

念頭に発行する。

決算時

に算出

（達成率）

経常収支比率…前々年度

町決算値以内を達成：達

成率50％加算

実質公債費比率…前々年

度類似団体平均値以内を

達成：達成率50％加算

普通財産（町有地）

の有効活用
総務課

処分可能な普通財産

（町有地）は計画的

に売却を進めるとと

もに、貸付可能な土

地についても一時貸

付を行い、普通財産

の有効活用を図る。

194,844,794円

（効果額）１、２の合計

１　普通財産の売却益 ※

売却件数は年により増減

があるので、売却による

収入は目標としない。

２　貸付収入

収納率向上対策（国

民健康保険事業特別

会計）

税務

課・債

権管理

課

滞納処分、納税者の

利便性向上等によ

り、税債権（国民健

康保険事業特別会

計）の収納率を向上

させる。

決算時

に算出

達成率：（現年収納率ー

令和元年度現年収納率）

／（目標収納率ー令和元

年度現年収納率）

令和元年度現年収納率：

93.37％

目標収納率：96.40％（令

和4年度兵庫県指定目標収

納率）

※県指定目標収納率は対

象年度の前年度の全国平

均になるため毎年変更さ

れます。

20

21

22

23

普通財産の売却・普通財産の適正な維持管理

枠配分の検討・研究

経常経費の総点検

予算編成の枠配分方式の導

入

利用時の

基準策定

利用可能

なメディ

ア等の調

査研究

広告掲載募集
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資料２（総括表）

今後の方

向性を検

討

持続可能で良好な都

市環境を形成すると

ともに、財政運営に

資するまちづくりを

推進する

都市計

画課

・JR土山駅周辺のまちづ

くりに関する検討を進め

る。

・空き家対策を推進し、

積極的な流通を促す取組

みを進める。

・市街化調整区域につい

て、周辺環境との調和を

図りつつ効果的な土地活

用を検討する。

・必要性に変化が生じて

いる都市計画道路等の見

直しを進める。

・都市計画税を将来にわ

たる都市整備財源として

一層有効に活用する。

0%

町税等

歳入の

拡大

定量的効果：まちづくり

の進展に伴う資産価値の

向上、定住人口の増加等

により町税等歳入の拡大

が生まれている。

定性的効果：各取組みが

進捗している。

24

検討

実施
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資料２（総括表）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

大規模改修

次期指定

管理期間

を検討

施設改修

設計

指定管理

者選定

改修工事

の実施

（休館、

一部開

館）

野添コミ

セン外壁

等改修工

事実施設

計

図書館空

調設備更

新工事実

施設計

野添コミ

セン外壁

等改修工

事実施

図書館空

調設備更

新工事実

施

東部コミ

セン整備

基本構想

作成

東部コミ

セン整備

基本計画

作成

はりま

シーサイ

ドドーム

外壁等改

修工事実

施設計

地域のコ

ミュニ

ティあり

方検討会

の開催

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議・通学

路安全点

検

通学路安

全推進会

議を３

回、安全

点検を1回

実施

通学路安

全推進会

議を３

回、安全

点検を1回

実施

通学路安

全推進会

議を３

回、安全

点検を1回

実施

橋梁定期

点検

歩道橋定

期点検

橋梁修繕

計画改定

舗装修繕

計画更新

橋梁補修

実施設計

舗装修繕

工事

橋梁補修

実施設計

舗装修繕

工事

橋梁補修

実施設計

及び補修

定期点検

を実施

歩道橋定期

点検を実

施。また、

橋梁長寿命

化修繕計画

の改定を実

施。

舗装修繕

計画を更

新。橋梁

長寿命化

修繕計画

に基づき

橋梁補修

実施設計

を実施。

舗装修

繕計画

策定…

100%

橋梁補

修…

29％

（達成率）

舗装修繕計画策定…策定

完了（100％）

橋梁補修…予防保全対象

（Ⅱ）橋梁数21橋に対

し、各橋梁ごとに実施設

計と補修工事を実施。

（29％）

取組項目（２）　公共施設マネジメントの推進

取組目標 実施部署 取組内容
実施スケジュール これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定方

法

50%

（達成率）

運営方法等の検討：

50％、適切な運営方法の

選択：50％

健康いきいきセン

ターの管理・運営の

検討

健康福

祉課

施設の目的である

「健康増進」の達成

に向けた施設の在り

方も含めた機能、管

理運営など、今後２

０年間施設運営を安

定的に実施するため

の工事等を実施し、

施設の長寿命化を図

りながら管理運営し

ていく。

―

（達成率）

利用者アンケートの満足

度

目標値：70％

参考値：43％（平成31年

度）

※目標値を達成した時点

で達成率100％とする

道路インフラのメン

テナンス
土木課

橋梁、舗装等の修繕

計画を策定し、計画

的にメンテナンスを

行い、健全度を保

つ。

道路の安全対策の推

進
土木課

道路の危険除去を行

い安全な通行を確保

する。

また、通学路安全対

策を各グループと連

携を図り推進する。

100%

(達成率)

毎年実施する通学路安全

推進会議３回、安全点検

１回を予定通り実施でき

れば該当年度の達成率

100％とする。

（各25％ずつ配分）

公共施設の利用促進

と運営方法の見直し

協働推

進課・

地域学

校教育

課

老朽化が進行する各

施設について、計画

的に改修工事を実施

するなど適切な維持

管理を継続する。現

在の指定管理委託期

間終了後の運営方法

等について検討を行

う。

個票No

25

26

27

28

今後の施設の整備

計画を検討・決定

新たな体制による

管理運営

実施

適切な維持管理の実施

運営方法の検討
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資料２（総括表）

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具点検

日常点検

修繕工事

修繕計画

更新

遊具点検

日常点検

修繕工事

遊具定期

点検を実

施

遊具定期

点検を実

施

遊具定期

点検を実

施

定期点検 定期点検 定期点検 定期点検 定期点検

施設定期

点検を実

施

施設定期

点検を実

施

施設定期

点検を実

施

宮西地区

（2工区）

古宮土山

線（3工

区）

古宮地区

（3工区）

大中地区

（2工区）

等

大中地区

（2工区）

古田3丁目

大中地区

（第4－2

工区）

大中二見

線（第1-1

工区）

大中地区

（第３工

区）

軌道敷管

更生

漁港施設の維持管理 土木課

日常点検を実施し、

漁港施設の健全度を

保つ。

機能保全計画に基づ

き、修繕工事を計画

的に実施する。

100%

(達成率)

毎年実施する定期点検４

回を予定通り実施できれ

ば該当年度の達成率100％

とする。

（各回配分25％）

災害に備え基幹管路

及び老朽管の耐震化

を推進し、被害を最

小限に留め、被害を

受けた場合でもでき

るだけ早く復旧がで

きるよう計画的に更

新を進める。

25%

（達成率）

令和６年度末までにφ75

ｍｍ以上の老朽管を10.4

㎞（目標値）更新できて

いれば100％

累計更新延長／目標値×

100

水道管路の耐震化を

推進する

上下水

道課

公園施設の維持管理 土木課

日常点検を実施し、

遊具等の安全性を確

認する。修繕・取替

を計画的に実施す

る。

100%

(達成率)

毎年実施する遊具定期点

検1回を予定通り実施でき

れば該当年度の達成率

100％とする。

29

30

31

管路更新

8 / 12 ページ



資料２（総括表）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

新組織

施行準備

新組織

施行準備

新組織施

行

－

条例制定

規則等改

正

要領改正

作業中

基本方針３　効率的で柔軟な行政組織の構築

取組項目（１）　組織機構の活性化

取組目標 実施部署 取組内容
上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定方

法

組織機構の見直し 総務課

生産年齢人口の減少

に伴う財政状況の悪

化及び人材不足に対

応しつつ、町職員が

それぞれの能力を開

発、発揮できる環境

を創出し、持続的な

行財政運営を図るた

め、無理・無駄を極

力排したより簡素か

つ効率的なものとな

るよう組織機構を改

革する。

－ 新組織の施行

個票No

32

実施
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資料２（総括表）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

実施 実施 実施

兵教大と

協定を締

結しミド

ルリー

ダー育成

研修を実

施

ミドル

リーダー

養成研修

の実施

ミドル

リーダー

を活用し

た

研修の実

施

ミドル

リーダー

を活用し

た

研修の実

施

ミドル

リーダー

を活用し

た

研修の実

施

次期ミド

ルリー

ダーの資

質向上を

目的とし

た研修を

実施

次期ミド

ルリー

ダーの資

質向上を

目的とし

た研修の

実施

次期ミド

ルリー

ダーの資

質向上を

目的とし

た研修の

実施

取組項目（２）　人材育成の推進

取組目標 実施部署 取組内容
上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定方

法

関係機関等の連携協

力体制の構築

地域学

校教育

課

兵庫教育大学、播磨

町教育委員会及び稲

美町教育委員会が学

校等の教職員の資質

向上やスキルアップ

のための研修におい

て相互に連携協力

し、地域の教育力の

向上を目指す。

520,000円 92%

（達成率）

（算定年度までの累積実

施研修回数÷50）×100

令和６年度末までに50回

開催出来ていれば100％

播磨町人材育成基本

方針の実践
総務課

職員研修の推進を図

り、播磨町人材育成

基本方針で規定する

「めざすべき職員

像」を実現する。

61%

（達成率）

研修派遣人数÷全職員数

×１００

個票No

33

34

実施
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資料２（総括表）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

自治会行

政懇談

会:0回

タウン

ミーティ

ング:1回

その他懇

談会:2回

自治会行

政懇談

会:1回

タウン

ミーティ

ング:2回

その他懇

談会:4回

オープン

ミーティ

ング:4回

その他懇

談会:10回

委託先へ

の進捗管

理の実施

委託先へ

の進捗管

理の実施

委託先へ

の進捗管

理の実施

委託先へ

の進捗管

理の実施

委託先へ

の進捗管

理の実

施、累積

担い手数

100人以

上

生活支援

サポー

ター養成

研修を実

施

生活支援

サポー

ター養成

研修を実

施

生活支援

サポー

ター養成

研修を実

施

ボランティアネット

ワークづくりの支援
保険課

「くらし支え合いは

りま塾」（生活支援

サポーター養成研

修）の受講者、また

修了者の中から担い

手となる者の増数を

目指す。

100%

企画課

住民から寄せられる

町政に対する意見・

要望などを聴取し、

行政に反映していく

とともに、地域の課

題や問題解決のため

の助言を行う。

48%

（達成率）

（令和６年度末までの累

積開催数／目標値）×100

（達成率）

算定前年度より累積担い

手数が増加していたら達

成率20％加算する。ただ

し、累積担い手数が100人

を超えた時点で達成率

100％とする。

住民との情報交換の

機会の充実

効果額・達成率の算定方

法

基本方針４　協働・連携によるまちづくりの推進

取組項目（１）　住民協働の推進

取組目標 実施部署 取組内容
上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率
個票No

35

36

継続・新規取組の調査研究
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資料２（総括表）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

２事業実

施

２事業実

施

３事業実

施

３事業実

施

３事業実

施

事業未実

施

１事業実

施

６事業実

施

１事業実

施

１事業実

施

３事業実

施

３事業実

施

３事業実

施

事業未実

施

１事業実

施

11事業実

施

直売を年

度内に２

日実施

直売を年

度内に２

日実施

-

100%

（達成率）

（算定年度までの累積実

施事業数÷11）×100

∴令和６年度末で11事業

実施出来ていれば100％

※継続事業は重複とみな

さない。

基本方針４　協働・連携によるまちづくりの推進

取組項目（２）　民間活力の活用

四者協定に基づく連

携・協働

産業環

境課

本町と連携協定を締

結している各団体と

の協働事業を推進す

る。

27%

（達成率）

（累計直売日数÷15）×

100

民間企業との連携・

協働

協働推

進課

本町と連携協定を締

結している民間企業

等と、連携・協働に

よる取組を実施す

る。

取組内容
上段/実施スケジュール　下段/進捗状況 これまでの

効果額計

現在の

達成率

効果額・達成率の算定方

法

教育機関との連携・

協働

協働推

進課

本町と連携協定を締

結している教育機関

や近隣の教育機関等

と、連携・協働によ

る取組を実施する。

54%

（達成率）

（算定年度までの累積実

施事業数÷13）×100

∴令和６年度末で13事業

実施出来ていれば100％

※継続事業は重複とみな

さない。

取組目標 実施部署個票No

37

38

39

（参考）効果額合計 R2年度 73,811,724円 R3年度 109,156,335円 R4年度 48,541,781円 累積効果額 231,509,839円

直売実施日数の目標値 ３日間／年
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